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01: 廃棄物管理責任者の役割
新宿区リサイクル及び一般廃棄物の処理に関する条例

■廃棄物管理責任者の選任

延べ床面積1,000m2以上の事業用大規模建築物の所有者等は、
当該事業用大規模建築物から排出される事業系一般廃棄物の減量
及び適正な処理に関する業務を担当させるため、廃棄物管理責任
者を選任し、その旨を区長に届け出なければならない。

(条例第23条第2項)

①建築物から発生する再利用対象物及び廃棄物の種類や量、処理
状況の把握

②建築物から発生する廃棄物の発生抑制、排出抑制の推進

③建築物から発生する廃棄物の再利用及び資源化の推進

④建築物利用者に対する指導

⑤区及び所有者との連絡調整

⑥廃棄物管理責任者講習会の受講
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02: まず、廃棄物の定義から

■廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で売却
することができないために不要になった物。

■廃棄物に該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、
通常の取扱形態、取引価値の有無および占有者の意思等を
総合的に勘案して判断すべきもの。（総合判断説）

廃棄物は不要なので、ぞんざいに扱われ、環境保全上の支障を生じ
る可能性があるため、制度的な管理の下に置く必要がある。

①物の性状 ：利用用途に応じた品質。環境保全に支障が無い。

②排出の状況 ：需要と計画的な排出。適切な保管・品質管理。

③通常の取扱形態：利用の継続性。市場が成立。処分事例が無い。

④取引価値の有無：有償譲渡（金銭と交換）。処理費用に非該当。

⑤占有者の意思 ：利用・有償譲渡の意思。放置・処分意思が無い。
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03: 専ら物とは何か

■専ら物は､「再生資源回収業者の手によって回収される､古
紙､くず鉄､空き瓶類及び古繊維」で､専ら再生利用を目的
に､無償又は処理費用を徴収して引き取られる廃棄物。

廃棄物であることに変わりはないので、廃棄物処理法に則った対応
が必要。下記のとおり同法の規制が一部免除される。

廃棄物処理法の規制 有価物 専ら物

業の許可 不要 免除

委託契約書(委託基準) 不要 ※売買契約書 必要

マニフェストの交付 不要 免除

収集運搬､処理基準 不要 不要

実績報告 不要 不要

保管基準 不要 不要

4



04: では、なぜ廃棄物を区分するのか

■一般廃棄物と産業廃棄物は責任主体が異なる

廃
棄
物

産業廃棄物
※下表①~⑳

特別管理産業廃棄物
※爆発性､毒性､感染性等

一般廃棄物

事業活動に伴い
発生する廃棄物

一般家庭から
発生する廃棄物

排出事業者
に処理責任

市町村(新
宿区)に処
理に関す
る統括的
責任

産業廃棄物（20種類）

①燃え殻 ②汚泥 ③廃油 ④廃酸 ⑤廃アルカリ ⑥廃プラスチック類 ⑦ゴムくず
⑧金属くず ⑨ガラスくず､コンクリートくず及び陶磁器くず ⑩鉱さい ⑪がれき類
⑫ばいじん ※貨物の流通のために使用した木製パレット（木くず）
⑬紙くず(建設業､パルプ･紙製造業､新聞業等) ⑭木くず(建設業､木材･木製品製業等)
⑮繊維くず(建設業､繊維工業等) ⑯動植物性残さ(食料品製造業､医薬品製造業等)
⑰動物系固形不要物(と畜場等) ⑱動物のふん尿(畜産農業) ⑲動物の死体(畜産農業)
⑳①～⑲を処分するために処理したものであって、これらの廃棄物に該当しないもの

事業系一般廃棄物
※産業廃棄物以外

特別管理産業廃棄物
処理業者

産業廃棄物
処理業者

一般廃棄物
処理業者

有
価
物
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05: 事業者の処理責任

■廃棄物処理法に規定される事業者の責務

①事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任に
おいて適正に処理しなければならない。(法第3条第1項)

②事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を
行うことによりその減量に努めるとともに、物の製造、加工、
販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物となった場合にお
ける処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理
が困難にならないような製品、容器等の開発を行うこと、その
製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法についての情報
を提供すること等により、その製品、容器等が廃棄物となつた
場合においてその適正な処理が困難になることのないようにし
なければならない。(法第3条第2項)

③事業者は、前2項に定めるもののほか、廃棄物の減量その他そ
の適正な処理の確保等に関し国及び地方公共団体の施策に協力
しなければならない。(法第3条第3項)
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06: 事業者の処理責任

■産業廃棄物の排出事業者責任

①事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。
(法第11条)

②事業者が自ら処理する場合 (法第12条(産廃)､法第12条の2(特管))

・処理基準の遵守
・産業廃棄物が運搬されるまでの間、保管基準の遵守
・事業場外で産業廃棄物を保管する場合の届出

③事業者が処理を委託する場合
(法第12条第5項(産廃)､法第12条の2第5項(特管))

・委託基準の遵守
・委託廃棄物が業の許可範囲に含まれる業者への委託
・収集運搬業者、処分業者それぞれとの直接・書面契約
・委託契約書の保存（契約終了後5年間）
・特別管理産業廃棄物に係る情報の文書での事前通知
・産業廃棄物管理票の交付、確認、5年間保存、年次報告

(法第12条の3、法第12条の5) 7



07: 事業者の処理責任

■産業廃棄物の排出事業者責任（続き）

④委託廃棄物の処理の状況に関する確認と、処理が適正に行われ
るために必要な措置の実施努力 (法第12条第7項)

⑤発生から最終処分に至るまでの一連の行程における処理が適正
に行われるために必要な措置を講ずる注意義務

⇒ 委託基準や管理票に係る義務違反が無くても一定の要件の下
に排出事業者を措置命令の対象とする。

(平成30年3月30日環循規発「行政処分の指針について」)

廃棄物リスクマニフェストの交付
･保存･確認不履行

著しく低廉な委託料

委託基準違反
再委託基準違反

現地確認などの確認
義務違反

道義的責任

8



参考事例: 排出事業者責任と措置命令

■不法投棄事案で措置命令発出

2002年より産業廃棄物が適正に処理することなく放置されたため、
約54,000m3が堆積し、そのままでは崩落の危険性や有毒ガスの発生
等周辺環境への影響が懸念されたため、行政代執行が行われた。

市は産業廃棄物の排出事業者延べ289社に対して、自主撤去又は撤
去費用の負担を企業の社会的責任の履行として求めた。

①自主撤去に応じた排出事業者 64社 約1万400m3

②撤去費用の負担に応じた排出事業者 45社 約850万円
任意での協力に応じない排出事業者に対しては、措置命令が発出さ

れ、社名の公表、納入命令、強制徴収が行われた。

■産業廃棄物処理委託契約書に係る規制違反
・作成義務違反・法定記載事項記載義務違反
・保存義務違反

■産業廃棄物管理票(マニフェスト)に係る規制違反
・法定記載事項記載義務違反
・保存義務違反・措置義務違反
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08: 産業廃棄物処理の構造改革
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09: 新宿区における事業系一般廃棄物の処理
(新宿区リサイクル及び一般廃棄物の処理に関する条例)

■事業者の責務 (条例第11条)

➢ リサイクルを推進するとともに､その事業系廃棄物を自らの責任にお
いて適正に処理しなければならない｡(第１項)

➢ 物の製造､加工､販売等に際して､その製品､容器等が廃棄物になった場
合においてその適正な処理が困難になることのないようにしなければ
ならない｡(第２項)

➢ リサイクルの推進及び廃棄物の適正な処理の確保に関し､区の施策に
協力しなければならない｡ (第３項)

■事業系廃棄物の減量 (条例第19条)

➢ 再利用対象物の分別の徹底を図る等再利用を促進するために必要な措
置を講ずる等により､その事業系廃棄物を減量しなければならない｡

■廃棄物の発生抑制等 (条例第20条)

➢ 物の製造､加工､販売等に際して､長期間使用可能な製品の開発､製品の
修理体制の確保等廃棄物の発生の抑制に必要な措置を講ずるよう努め
なければならない｡(第１項)

➢ 物の製造､加工､販売等に際して､再生資源及び再生品を利用するよう
努めなければならない｡(第２項) 11



■事業系一般廃棄物保管場所の設置 (条例第48条)

➢ その建物又は敷地内に規則で定める基準に適合する事業系一般廃棄物
の保管場所を設置し､その排出する事業系一般廃棄物を集めなければ
ならない｡(第1,2,3項要約)

■事業者に対する中間処理等の命令 (条例第49条)

➢ 区長は､事業者に対し､特に必要があると認めるときは､その事業系一
般廃棄物をあらかじめ中間処理して排出するよう命ずることができ
る｡(第１項)

➢ 区長は､事業者に対し､その事業系一般廃棄物を可燃物､不燃物等に分
別して排出するよう命ずることができる｡(第２項)

■事業者に対する運搬等の命令 (条例第50条)

➢ 区長は､規則で定める量の事業系一般廃棄物を排出する事業者に対し､
その事業系一般廃棄物を運搬し､又は処分するよう命ずることができ
る｡
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10: 分別管理と保管基準

■分別管理は経営管理
①法令(委託基準)遵守の徹底

事業系一般廃棄物、産業廃棄物、特別管理産業廃棄物
②廃棄物の減量化による処理経費削減
③資源循環の推進と有価物化による売却収入
④全員参加による統制強化と参画意識の醸成
⑤社会的責任の履行と社会貢献

■産業廃棄物の保管基準（事業系一般廃棄物は区長に届出）
事業者は、その産業廃棄物が運搬されるまでの間、保管基準

に従い、生活環境の保全上支障のないようにこれを保管しなけ
ればならない。(法第12条第2項）

①囲いと掲示板の設置
②飛散､流出､地下浸透､悪臭発散の予防措置（排水溝､舗装等）
③害虫の発生予防措置
④屋外で容器を用いずに保管する場合は保管高さの制限 13



参考事例: 廃棄物の分別管理

■分別管理の優良事例

・排出源（職場）で分別
・分別表示と分別手順の明示
・収集～処理ルートの説明
・計測、管理状況の共有
・目標と達成状況の共有

保管場所のイメージ
板橋区HPより

（処理委託）
・一般廃棄物
・産業廃棄物
・特別管理産業廃棄物

(再生資源回収)
・コピー・ＯＡ紙
・雑誌・パンフ
・新聞紙・チラシ
・段ボール
・ミックスペーパー
・生ごみ
・飲食用びん・缶類
・ペットボトル
・食用油

再利用計画書
に合わせて
分別保管

しましょう。
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11: 循環型社会を目指す法体系

廃棄物処理法 資源有効利用促進法

容 器 包 装
リサイクル法

環境基本法 環境基本計画

個別物品の特性に応じた規制

びん、ペットボトル、
紙製・プラスチック製
容器包装等

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、テレビ、洗
濯機・衣類乾燥機

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）

木材、コンクリー
ト、アスファルト

食品残さ 自動車

家 電
リサイクル法

建 設
リサイクル法

自 動 車
リサイクル法

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）

①廃棄物の発生抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

リデュース
リサイクル → リユース

リサイクル

(１Ｒ) (３Ｒ)

循環型社会形成推進基本計画：国の他の計画の基本

Ｈ６.８完全施行 Ｈ24.４ 全面改正公表

Ｈ13.１完全施行

Ｈ15.３ 公表
Ｈ25.５ 全面改正

Ｈ22.5
一部改正

Ｈ13.４
全面改正施行

Ｈ13.５

完全施行

Ｈ19.６

一部改正

Ｈ13.４

完全施行

Ｈ12.４

完全施行

Ｈ18.６

一部改正

Ｈ14.５

完全施行

Ｈ17.１

本格施行

Ｈ13.４ 完全施行

食 品
リサイクル法

小 型 家 電
リサイクル法

小型電子機器等

環境省資料をもとに作成 15



12: 第4次循環型社会形成推進基本計画

環境省資料より作成 https://www.env.go.jp/recycle/circul/keikaku.html 16



13:令和３年度新宿区一般廃棄物処理計画

■基本的な考え方
・ごみの発生自体を抑え､資源循環型社会を目指す。
・環境への負荷を抑え､効率的に事業を実施する。

■具体的な施策
①ごみ発生抑制によるスリムな社会

②資源回収の拡充による循環する社会

③事業者による適正処理とごみの減量･資源化を推進する
社会

事業者へ排出指導や事業系ごみの資源化推進を行い､事業者の排
出者責任による適正処理を行う社会を目指す 。

④適正なごみ処理を行う社会

多様化する社会に向けた普及啓発やふれあい指導強化による分別
の徹底､作業効率化､災害時対応等適正処理を行う社会を目指す。
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14: プラスチックを巡る国内外の状況

■アジア諸国の輸入規制
・中国政府が｢固体廃棄物輸入管理制度

改革実施案」､｢輸入廃棄物管理目録｣
を公表(2017)､固体廃棄物を段階的に
輸入停止 (2018「中国ショック」）

・タイ政府が電子廃棄物や廃プラスチッ
クの輸入制限を強化

・中国の輸入規制後廃プラスチックの受
け皿となっていたベトナムやマレーシ
アでも輸入制限

■国内動向（政策動向）
・海岸漂着物処理推進法改正
・第４次循環型社会形成推進基本計画
・プラスチック資源循環戦略策定
・海洋プラスチックごみ対策アクション

プラン
・G20 大阪ブルー・オーシャン・ビジョ

ン共有、｢マリーン(MARINE)・イニシ
アティブ｣表明、｢海洋プラスチックご
み対策実施枠組｣承認

■海洋プラスチックごみ問題
・生態系を含めた海洋環境への影響
・船舶航行への障害
・観光・漁業への影響
・沿岸域居住環境への影響
・海洋中のマイクロプラスチックが生態

系に及ぼす影響への懸念

海を漂う

陸を彷徨う
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15: プラスチック資源循環戦略と循環型社会



16: 東京都のプラスチック削減プログラム

東京都資料より作成
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/zeroemission_tokyo/strategy.files/outline_of_plastic_strategy.pdf 20



17: ｢プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律｣の概要

環境省資料 21



18: 持続可能な開発目標 (Sustainable Development Goals)

■2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として
2015年の国連サミットで採択された国際目標（ユニバーサリティ）

■持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲット
から構成され、“地球上の誰一人として取り残さない“を宣誓

■日本は､2016年に内閣に持続可能な開発目標推進本部を設置して
SDGs実施指針を決定し、SDGs推進円卓会議を設置

12:持続可能な消費と生産のパターンを確保する
12.2 2030年迄に天然資源の持続可能な管理・効率的な利

用を達成。
12.3 2030年迄に小売・消費レベルにおける世界全体の一

人当たりの食品廃棄物を半減。
12.5 2030年迄に３Ｒにより廃棄物の排出量を大幅に削減。

13:気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策
を取る

13.1 すべての国々において、気候変動に起因する危険や自
然災害に対するレジリエンス・適応力を強化。

13.2 気候変動対策を国別の政策・戦略・計画に盛り込む。
13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減、早期警告に関する

教育、啓発、人的能力、制度機能を改善。

14:海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、
持続可能な形で利用する

14.1 2025年迄に陸上活動による海洋堆積物や富栄養化、あ
らゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に減少。

14.2 2020年迄に海洋・沿岸の生態系のレジリエンス強化や
回復取り組み等を通じた持続的な管理と保護を行い、
大きな悪影響を回避し、健全で生産的な海洋を
実現。外務省資料をもとに作成 22



理解度確認テスト

お疲れさまでした。最後に、次の５つの質問に答えてみ
ましょう。理解度を確認します。

いずれも正しい（〇）か誤り（✕）で答えてください。

Q２．事業活動に伴って生じた廃棄物は、産業廃棄物、
特別管理産業廃棄物、事業系一般廃棄物、特別管理一般
廃棄物に分類されるが、産業廃棄物は、法令で定められ
た20種類の廃棄物で、事業系一般廃棄物は、産業廃棄物
以外の廃棄物のことをいう。

Q１．事業活動に伴って排出される空瓶類を、専ら物と
して再生資源回収業者が引き取る場合には、委託基準の
適用も産業廃棄物管理票の交付も免除される。



理解度確認テスト（つづき）

Q４．新宿区は、条例に、事業者が物の製造､加工､販売
等に際して､再生資源及び再生品を利用するよう努めな
ければならないことを規定している。

Q３．新宿区は、条例に、事業者が再利用対象物の分別
の徹底を図る等再利用を促進するために必要な措置を講
ずる等により､その事業系廃棄物を減量しなければなら
ないことを規定している｡

Q５．事業者は、その産業廃棄物が運搬されるまでの間
保管基準に従い、生活環境の保全上支障のないようにこ
れを保管しなければならないが、事業系一般廃棄物には
保管基準が無いので、保管場所を設置する必要はない。



理解度確認テスト（正解と解説）

Q２．正解：〇

解説：設問文章のとおり。(スライド５頁参照)

Q５．正解：✕

解説：事業者は、その建物又は敷地内に事業系一般廃棄物
の保管場所を設置しなければならない。(スライド12頁参照)

Q１．正解：✕

解説：産業廃棄物であることに変わりはないので、産業廃
棄物管理票の交付は免除されるが、委託基準は適用され、処
理委託契約書の締結が必要である。(スライド４頁参照)

Q３．正解：〇

解説：設問文章のとおり。(スライド11頁参照)

Q４．正解：〇

解説：設問文章のとおり。(スライド11頁参照)
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